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【要約】 
Whether the New York Convention on the Recognition and Enforcement of 
Foreign Arbitral Awards of 1958 or the provisions of recognition and 
enforcement of arbitral awards in bilateral treaties prevail cannot be 
determined by Article 7 (1) of the New York Convention but by the 
interpretation of bilateral treaties and intention of the state parties thereof. 
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1［2003年］平成 15年 8月 1日法律第 138号、平成 16年 3月 1日施行。 




3 仲裁法第 45条第 2項及び第 3項については、後注１参照。 
 
外国仲裁判断の承認と執行－ニューヨーク条約か 2国間条約か 2 
 
























                                               
4 憲法 98条 2項は、「日本国が締結した条約及び確立された国際法規は、これを誠
実に遵守することを必要とする。」と定める。 
5 小島武・高桑昭編『注釈と論点 仲裁法』266頁［高桑昭］（2007年）参照。 
6 Convention on the Recognition and Enforcement of Foreign Arbitral Awards.昭和
36年 7月 14日条約第 10号。日本が締約国となっている条約については、
http://www3.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/search2.php参照。2011年 9月 10日現
在、ニューヨーク条約の最新の締約国は 2011年 7月 7日に加入したリヒテンシュタ
インである。現在の締約国は 146カ国である。STATUS AS AT : 10-09-2011 07:18:41 
EDT, available at 
http://treaties.un.org/pages/ViewDetails.aspx?src=TREATY&mtdsg_no=XXII-1&c
hapter=22&lang=en. 
7 ジュネーブ条約（1927年 9月 26日にジュネーヴで署名された外国仲裁判断の執行
に関する条約、昭和 27年 8月 18日条約第 11号）との関係ではニューヨーク条約が
優先する(第 7条第 2項)が、ジュネーブ条約の締約国であってニューヨーク条約の締
約国でない国は、2011年現在、ミャンマ （ービルマ）だけである。Convention on the 





































































Article VII 1. The provisions of the present Convention shall not affect the 
validity of multilateral or bilateral agreements concerning the recognition and 
enforcement of arbitral awards entered into by the Contracting States nor 
deprive any interested party of any right he may have to avail himself of an 
arbitral award in the manner and to the extent allowed by the law or the treaties 




                                                                                                                                         
結論はその通りだが、条約間の優先順位については答えていない。 






（［1981年］昭和 56年条約第 16号）の適用はない（ウィーン条約第 4条参照）。し
かし、解釈に関する一般的な規則を定める第 31条およびは解釈の補足的な手段に関
する第 32条は国際慣習法を法典化したもの(Arbitral Award of 31 July 1989, I.C.J. 
Reports 1991, pp. 69-70, para. 48)として、参考にできる。第 31条第 1項は「条約は、
文脈によりかつその趣旨及び目的に照らして与えられる用語の通常の意味に従い、誠
実に解釈するものとする。」と規定する。日本語訳はわかりにくいが、英語正文は次の
ようである。” A treaty shall be interpreted in good faith in accordance with the 
ordinary meaning to be given to the terms of the treaty in their context and in the 
light of its object and purpose.” 
がなぜ「他の国際協定・・・はこの条約の規
定よりも緩い要件を定めている範囲においてのみ適用される」になるのかは、明らか








































浜地判平成 11年 8月 25日（判例時報１７０７号１４６頁）も同旨を述べる。 
19 ウィーン条約法条約第 30条第 1項および第 2項参照。第 2項の英語正文は次のよ
うである。” When a treaty specifies that it is subject to, or that it is not to be 
considered as incompatible with, an earlier or later treaty, the provisions of that 
other treaty prevail.” 
外国仲裁判断の承認と執行－ニューヨーク条約か 2国間条約か 6 
 
と、第 2にニューヨーク条約が発効する前に 2国間条約を締結した場合とに分けて 20
判断する 21




























                                               
20 Albert Jan van den Berg, The New York Arbitration Convention of 1958 
Towards a Uniform Judicial Interpretation  81-120 (1981)は、条約間の抵触を解決
する原則として、「後法は前法を廃す」、「特別法は一般法を廃す」および「最大実効性





22 日本国とハンガリー人民共和国との間の通商航海条約、［1976年］昭和 51年 8月
25日条約第 14号、昭和 51年 9月 9日効力発生。 




























                                               
23 日本国とポーランド人民共和国との間の通商及び航海に関する条約、［1980年］昭
和 55年 10月 20日条約第 32号、昭和 55年 10月 26日効力発生 
は、以上の原則に対する例外にあたる。 
 日本とポーランドとの間では、ニューヨーク条約は 1962 年に発効しているが、
通商航海条約は 1980 年に発効している。したがって、仲裁判断の承認・執行は原則
にしたがえば通商航海条約によることになる。同条約第 15 条は、おおむねハンガリ
ーとの通商航海条約第 9 条と同様の規定である。承認拒否事由を定める第 15 条第 2
































                                               
24 このことは、英語正文によれば一層明らかとなる。 

































1958年 6月 10日  ニューヨークで作成 
1959年 6月 7日  効力発生 
1961年 9月 18日  日本について効力発生 
1970年 12月 29日 米国について効力発生 
1973年 5月 9日  韓国について効力発生 
1975年 12月 23日   連合王国について効力発生 
1987年 4月 22日 中国について効力発生 
 
29。しかし、仲裁判断の承認・執行に関する規定が含まれ
ている 2国間条約は 13以下であるので 30
                                               
26 日本國暹羅国友好通商航海絛約、昭和 13年 3月条約第 2号。 
27 通商に関する日本国とインドとの間の協定、昭和 33年 4月 8日条約第 2号。 
28 日本国と中華人民共和国との間の貿易に関する協定、[1974年]昭和 49年 6月 15
日条約 4号、同年 6月 22日発効。 
29 高桑前掲注(5)267頁、高桑前掲注(8)165-167頁参照。 





外国仲裁判断の承認と執行－ニューヨーク条約か 2国間条約か 10 
 
（１）日米友好通商航海条約 
日米友好通商航海条約 31は 1953 年に発効したが、ニューヨーク条約が日米間で発
効したのは 1970 年であった（図１参照）。したがって、仲裁判断の承認・執行には、
原則的に日米友好通商航海条約が適用される 32
                                               
31 日本国とアメリカ合衆国との間の友好通商航海条約、［1953年］昭和 28年 10月
28日条約第 27号、同年 10月 30日発効。 
32 英国法人が日本法人に対して両者間の傭船契約に関する紛争について米国でなさ






























 まず、ニューヨーク条約第 4条第 1項は、つぎのような当事者主義的規定をおく。 
































                                               
33 テキサス州法人から日本法人に対して、両者間の仲裁契約に基づく米国仲裁判断の



































のは、次の点である。第 1 にニューヨーク条約第 1 条第 3 項は、「他の締約国の領域
においてされた判断の承認及び執行についてのみこの条約を適用する旨を相互主義の
原則に基づき宣言することができる。」と規定しており、日本と米国はこの宣言をして





めているが、日米友好通商航海条約 4条 2項には書面性を求める規定はない。 
他方、2国間の友好通商航海条約の性質上、日米条約 4条 2項が対象とするのは「一



































国について発効したのは 1987年であった（図１参照）。日中貿易協定は、第 8条 2項
以下に仲裁に関して次のような規定をおいている。 
 
                                               
34 日本国とグレート・ブリテン及び北部アイルランド連合王国との間の通商、居住及
び航海条約、昭和 38年 4月 22条約第 17号、同年 5月 4日発効。 
35 前掲注(33)参照。 
36 前掲注(29)及び本文参照。 





















判平成 6年 1月 27日 40は、理由なしにニューヨーク条約を適用しているが、原告が
同条約により執行判決を求めているとされているので、同条約第 7条第 1項後段の当
事者の選択によった可能性も否定できない。また、原告が日中貿易協定及びニューヨ













法と特別法の関係にあることを根拠とする。これに対して、東京地判平成 5年 7月 20
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